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民総幸福（ 」を政策に掲げ、国民の 割が「幸福」と答えたブータンや、複数の調査により世界一幸GNH 9）
福度が高い北欧のデンマークが有名である。
年にアメリカの経済学者リチャード・イースタリンにより、経済の発展が必ずしも国民に幸福をも1974
「 （ 」 。 、たらしていないという 幸福のパラドックス が発表されている 日本においてもparadoxes of happiness)
１人当たり （国内総生産）の動きと満足度の動きは正の相関を示していない。これまで経済大国と言GDP
われてきた日本も、経済成長によって国民の生活全般の満足度につながらなくなり、豊かさに実感がないと
感じている。特に 年代以降、 だけでは国の豊かさを測ることはできないという認識が高まり、国1990 GDP
際的にも幸福度に取り組む国が増えてきている 。幸福度への検討は近年活発となり、経済協力開発機構1
、フランス、イギリス等においても取組・検討が始まっている。(OECD)
日本でも 年 月の「新成長戦略」において 「政府は幸福度に直結する、経済、環境、社会が相互に2010 6 、
高め合う世界の範となる次世代社会システムの構築」を明言している。それを受けたかたちで内閣府が「幸

















。「 」 、 、 。 「 」 「 」 。られるものである 祉 も 神の恵み さいわいとある また 福祉 の意味も 幸福 と書かれている
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welfare the general health,happiness and safety of a person英語では、福祉は とあらわされるが、その意味は、





2 OECD Better Life Index．福祉国家と による
最近の国際的な幸福度の取組としては、 が 年に発表した （より良い暮らし指OECD 2011 Better Life Index
















エスピン アンデルセンの分類は、 年に出- 1990
版された彼の著書『福祉資本主義の三つの世




































































2 Better Life Index ( )（ ） より良い暮らし指標
） における日本1 Better Life Index
OECD 2011 50 Better Life Index BLI 2011は 年創立 周年を機に幸福度についての検討・分析を行い を、 、 （ ）
年以降毎年公表している の指標は 住宅 家計所得 雇用 共同体 教育 環境 市。 、「 」、「 」、「 」、「 」、「 」、「 」、「OECD
民参加意識 「医療 「生活満足度 「安全 「ワーク・ライフ・バランス 仕事と生活の調和 」の 分」、 」、 」、 」、 ( ) 11
野から評価している。 分野は、それぞれ詳細な分析を行い 点満点で点数化し、その合計が総合的な結11 10
果として順位付けされて伝えられている 。 年度は、 カ国にブラジルとロシアを加えた 国5 2013 OECD34 36
の分析を行っている。結果は、上位からオーストラリア、スウェーデン、カナダとなり、日本は 位とな21
った（表１ 。日本の場合、 項目のうち 「安全」や「教育 「収入」等が高く評価されている。） 、 」、11
表 は、 の結果より日本のみを抽出し、それぞれの指標の評価項目と具体的な数値をまとめたもの2 OECD
。「 」 、 、 、 。である 安全 は カ国中 位で その詳細は 殺人率が 位 暴行率 位と犯罪の少なさが評価された36 1 2 2
「教育」は 位となっており、その詳細は、教育を受ける平均年数、学力の総合的得点、高校修了者の割合2
がいずれも高い点が評価され、教育レベルの高さが反映されている。
一方で、評価が低いものとしては 「生活の満足度」が 位 「健康」が 位 「ワーク・ライフ・バラ、 、 、27 29
ンス」は 位であった。特に「ワーク・ライフ・バランス」は最下位水準で評価の低さが目立つ。余暇や34
個人的活動に充てた時間が 時間で カ国中 位、全従業員に占める週 時間以上の長時間勤務者13.96 36 32 50
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の割合が ％で 位となっている。長時間勤務が当たり前のような風潮のなかで、十分な余暇活動や個31.7 35
82.7人の時間を確保できていない労働者の現状が浮き彫りとなっている 健康 については 平均寿命では。「 」 、
歳で 位と高いものの、健康に関する自己申告として、自分の健康状態が良い・大変良いと回答した人の割3
合が ％にとどまり カ国中最下位となっている。寿命が長くても健康に不安を抱えている様子がうかが30 36
える。
）幸福度と家族主義2
以上のような の順位を、先の福祉国家レジームの類型でみてみると、どのような傾向がBetter Life Index
あるだろうか。すべての 加盟国が明確な福祉国家の類型化はなされていないが、これまでの既存研OECD
究で挙げられた国々が のどの順位にあるかみてみると（表１ 、比較的上位に位置づけらBetter Life Index ）
れた国々は、アングロサクソンの国々とスカンジナビア諸国が目立ち、社会民主主義レジームと自由主義レ
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1 オーストラリア  7.0 4.5 7.6 8.3 7.6 8.7 9.4 9.3 8.1 9.5 6.5 87.0 
2 スウェーデン S 6.1 4.6 7.1 7.6 8.2 9.7 8.7 8.8 9.3 8.2 8.7 87.0 
3 カナダ L 7.7 5.8 7.6 8.4 7.5 8.4 6.0 9.2 8.8 9.7 7.5 86.6 
4 ノルウェー S 7.4 3.8 8.6 8.0 7.1 9.2 6.4 8.0 9.6 9.1 9.1 86.3 
5 スイス L 5.9 7.8 8.9 8.5 7.3 8.2 3.6 9.2 10.0 8.6 7.9 85.9 
6 アメリカ L 7.7 10.0 7.4 6.8 6.9 7.9 5.8 8.4 7.5 8.9 6.7 84.0 
7 デンマーク S 5.9 3.9 7.5 8.4 7.4 8.9 7.0 7.2 9.1 8.7 9.8 83.8 
8 オランダ S 6.9 5.5 8.1 8.4 7.1 6.9 5.2 8.3 9.0 8.3 9.4 83.1 
9 アイスランド  5.9 3.1 7.7 10.0 7.4 9.2 5.7 8.8 9.4 9.4 6.2 82.8 
10 イギリス L 6.1 5.5 7.7 8.8 5.9 9.5 7.0 8.3 6.9 9.5 7.2 82.4 
11 ニュージーランド  6.2 3.3 7.2 8.0 7.5 8.7 7.3 9.3 8.2 9.4 7.2 82.3 
12 フィンランド S 6.1 3.5 6.5 7.6 9.5 8.8 6.0 7.3 8.8 9.1 8.2 81.4 
13 オーストリア C 5.9 5.2 7.9 8.4 6.2 7.8 6.4 7.6 8.7 9.2 7.2 80.5 
14 アイルランド  7.8 3.6 6.2 9.9 6.6 8.8 5.6 8.7 7.0 9.1 7.0 80.3 
15 ルクセンブルク  6.1 7.3 8.2 7.1 4.4 8.5 6.8 7.8 7.3 8.2 8.5 80.2 
16 ベルギー C 7.1 6.0 6.7 7.6 7.4 6.8 5.8 7.7 7.2 7.4 9.1 78.8 
17 ドイツ C 6.1 5.2 7.3 9.0 7.7 9.3 4.4 7.0 6.0 8.6 8.1 78.7 
18 フランス C 6.3 5.1 6.1 8.0 5.5 7.9 4.4 7.9 6.3 8.2 8.1 73.8 
19 スロベニア  5.6 2.1 6.2 7.6 7.5 7.0 6.3 6.4 4.4 8.8 7.7 69.8 
20 スペイン F 6.7 2.9 3.9 8.0 4.8 6.2 5.1 8.6 5.1 8.6 9.0 68.9 
21 日本 F 4.5 5.6 7.0 6.8 9.0 7.0 5.1 4.9 4.1 9.9 4.1 68.0 
22 チェコ  5.3 5.3 5.8 7.7 5.0 6.8 5.0 7.6 3.9 8.0 7.5 67.9 
23 イタリア F 4.5 1.6 5.9 6.4 7.4 7.7 4.2 5.5 5.3 8.9 7.2 64.6 
24 イスラエル  4.1 3.5 6.0 6.5 4.8 5.1 2.2 8.9 7.8 7.3 5.5 61.7 
25 ポーランド  3.1 1.0 5.2 7.1 7.8 5.3 5.5 4.9 3.8 9.6 7.0 60.3 
26 スロバキア  3.9 1.2 3.9 6.4 6.4 7.9 3.7 5.1 3.9 9.0 7.8 59.2 
27 韓国 F 5.7 2.1 5.3 1.6 7.9 5.3 7.5 4.9 4.2 9.1 5.3 58.9 
28 ポルトガル  6.5 2.6 4.9 4.8 4.2 7.6 3.5 5.8 1.0 7.9 7.5 56.3 
29 ハンガリー  3.6 0.9 4.2 6.8 6.8 7.1 3.0 4.1 0.0 8.8 8.3 53.6 
30 ギリシャ F 3.6 2.1 4.1 3.2 6.0 4.6 4.0 8.0 1.3 8.7 7.8 53.4 
31 エストニア  3.8 0.5 4.1 5.2 7.5 7.7 2.4 4.2 2.2 7.1 7.4 52.1 
32 ロシア  5.9 1.3 5.8 5.6 6.0 4.2 2.2 0.5 3.0 7.2 8.5 50.2 
33 ブラジル  3.9 0.0 4.6 6.1 1.4 6.5 4.4 4.7 6.3 2.7 7.2 47.8 
34 チリ  3.5 0.6 4.8 3.5 4.0 2.9 4.4 5.7 5.9 6.3 5.4 47.0 
35 メキシコ  4.1 0.6 3.9 1.2 0.7 5.3 5.4 4.6 8.5 0.0 2.9 37.2 
36 トルコ  1.3 0.7 2.2 0.0 1.5 3.1 6.2 4.9 2.0 7.7 0.0 29.6 
 平均  5.5 3.6 6.2 6.8 6.3 7.2 5.3 6.9 6.1 8.2 7.2 69.2 
※ L=自由主義レジーム（libreral Type）C=保守主義レジーム(corporatist type） 
S=社会民主主義レジーム（social democratic type） F =家族主義レジーム（familialism） 
空欄の国は、すべての国が、既存の福祉国家研究で類型があてはめられているわけではないためである。 










目し、それぞれの福祉国家における「家族」の役割と規範を、 （ ）の整理により述べる 。2012 6
社会民主主義レジームおいては、家族の多様性や変化に対応できるような柔軟な制度設計がなされている
 
表2.より良い暮らし指標（Better Life Index）の評価項目・指標と日本の数値・順位（2013年版） 








Housing expenditure 22％ 可処分所得に占める居住費の割合 25 
基本的衛生設備の有無 
Dwellings with basic facilities 93.60% 水洗トイレの整備率 32 
一人当たりの部屋の数 




Household financial wealth 74,966 ドル  3 
家計可処分所得 




Job security 10.49% 
全従業員に占める6ヶ月未満の短期契約
従業員の割合 22 
個人所得  Personal earnings 35,143 ドル  19 
長期失業率 
Long-term unemployment rate 1.78% 
失業期間が 1 年以上の求職中の失業者
の割合 14 











Years in education 18.7 年  6 
学生の技能 






Educational attainment 92％  2 
環境 
Environment 
水質 Water quality 86% 水質に満足していると回答した人の割合 17 





Consultation on rule-making 7.3 ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 
政府の透明性に関する OECE の指標か
ら 17 




Self-reported health 30％ 
自分の健康状態が良い・大変良いと回答
した人の割合 36 









殺人率  Homicide rate 0.4 件 人口 10 万人あたりの殺人認知件数 2 










Employees working very long hours 31.7% 
全従業員に占める週 50 時間以上の長時
間勤務者の割合 35 
評価の対象年は 2011 年、または利用可能な最新の年。 
 
－ －38



























ところでエスピン アンデルセンはかねてより、日本への関心が強く、日本の福祉レジームについて 「政- 、
府による社会支出の低さ、それを補う大企業による終身雇用と職域別社会保険、家族（女性）福祉への依存







ていた「日本型福祉社会論」であった 「日本型福祉社会論」は、政府のなかでは 年 月の「新経済社。 1979 8



































（ ） 年「国民生活選好度調査」―日本人の幸福度1 2008
内閣府の「幸福度に関する研究会」を立ち上げる以前のもので、 年の内閣府による「国民生活選好度2008
」 、 。 、「 、調査 において 人びとの幸福度に影響を与える要因の分析が行なわれている 具体的には あなたは現在
ご自分のことをどの程度幸せだと思いますか」との問いに対する回答（ 幸せである 「どちらかといえば幸「 」、
せである 「どちらかといえば不幸である 「不幸である」の４段階で回答）の結果と、他の質問項目に対」、 」、

























・所得格差の大きい地域の住民ほど幸福度が低い（Oshio and Kobayashi 2010） 





せる（Di Tella et al.2001) 
健康 ・あらゆる世代で主観的健康感と幸福度に正の相関がある（Easterlin 2003) 
・重篤患者の幸福度が低い（Verbrugge et.al.1994) 







・幸福度が高い国のほうが低い国より、高血圧者が少ない (Blanchflower and Oswald 2007)  
・楽観的な人は脳内のα派が優勢である(Sutton and Davidson 1997) 
 
（幸福→健康） 
婚姻状態 ・結婚している人は未婚の人や配偶者と離死別した人よりも幸福（国民生活選好度調査 2008、他） 
・【日本】女性の結婚年における生活満足度は、結婚 2 年前から結婚前年の間に上昇。生活満足度に対して非経済的要
因が関連している可能性を指摘（色川 1999） 
・結婚による幸福の効果は 3 年から 4 年しか持続しない（Lucas and Clark 2006) 
・【日本】結婚も離婚も統計的に有意に幸福度を高める（佐野・大竹 2007） 




・15 力国を対象とした分析では、教育年数が幸福度へ与える影響は非常に小さい（Peiro 2007) 
・教育は幸福度を向上させるが、最も高学歴の人が最も幸福であるわけではない（Hartog and Oosterbeek1998) 




・女性のほうが、幸福度が高い（国民生活選好度調査 2008 他） 
・一般的な傾向として、40 歳前後を底辺として U 字型の関係にある（Blanchflower and Oswald2004, 2008 ,Frijters 






も 年代以降、経済成長は持続しながらも、国民生活の充実感は低下している 「幸福のパラドックス」を90 。
証明する研究は多く、一定の所得を超えると幸福度には影響しないというのが共通である。 やHisrch(1976)
）等の研究に見られるように、このような「幸福のパラドックス」を説Hagerty(2000), Brockmann,et.al.(2008
明する つの有力な仮説として 「相対所得仮説」と「順応仮説」がある 「相対所得仮説」は、幸福の決定2 、 。
要因である所得は「絶対所得」ではなく「相対所得」として考えられていることである。すなわち、人は常
に他人と比較をしており、その比較によって自分の社会的地位を確認しているため、相対所得に影響を受け
ているためである（松島ら 「順応仮説」は 「所得が増えて生活水準が上がるといったんは幸福度が2013）。 、
上がるものの、すぐにその状況に慣れてしまって元の幸福度に戻る」というものである 大竹ら 。( 2010: 274)
また、所得の決定要因と強い関係があるのは、就業状態である。既存研究では、就労者は失業者に比べて
幸福度が高いという結果が共通している。また、仕事をすることが社会通念となっている地域の失業者は、
失業率が高い地域の失業者よりも幸福度が低い との結果もあり、さらに、失業によ(Stutzer and Lalive2004)
、 （ ）。り 社会的地位や職場を通じた関係性を失うということもあるためと考えられている Di Terra et al.2001
















庭内での責任や、喫煙習慣をコントロールすると性差は見られないという結果 筒井・大竹・池田 もあ( 2005)




、 、 、 。また 幸福度について考える際 将来の展望は幸福度を考える上で重要であり また政策的意義も大きい
将来展望を調査した新しい研究としては、松島らの研究が稀少な成果としてある。松島らは将来の幸福度の
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郡斜里町 。また、研究機関等（法政大学、東洋経済新報社 でも取り組まれている。それぞれの指標や) )10 11
、 、 （ ）、「 」、方法 結果の検討は他に譲るが いくつかの先行的な幸福度における指標の大項目には 表 つながり4
「連帯 「孤立」等のキーワードが盛り込まれていることが注目される。」、
．地域への応用の可能性4





いることは、早くから指摘されている。道内の人口構成別構成は、 昭和 年以降、高齢化率を示す老1945( 20)
（ ） 、 、年人口割合 歳以上 や後期高齢者 歳以上 の比率は バブル経済崩壊後に全国平均の比率と逆転し65 (75 )
その後は著しい増加傾向を辿り全国との差が広がってきている（図２ 。また、年少人口（ 歳以下）の割） 14
合も低下の一方で、それを示す合計特殊出生率も、 年代半ばより全国平均より常に下回り、 年で1960 2012
北海道は で、これは全国都道府県の順位で下位 位に位置している。さらに児童のいる世帯も と1.25 3 20.8%
全国順位で下位から 番目 、三世代家族の割合も 年で全国が に対し北海道は と全国平均を2 2010 7.0% 3.9%12
常に大きく下回り 、子どもとの同居率も、 （ 年）で全国順位の下位から 位であった。13 8.7% 2010 2
 
表4．国内の幸福度指標の取組事例 
 内閣府 荒川区 新潟市 北海道斜里町 
「幸福度に関する研究会」 
2010 年 12 月 
荒川区総幸福度（GAH）に
関する区民アンケート 








  所得・仕事・住環境 






 地域・社会とのつながり  
ライフスタイル   
・健康・福祉 
  運動・食生活・休息 
孤立感・自分の役割 


























調査対象 － 荒川区 政令指定都市 斜里町 
    各資料により作成 
－ －43
2040 40.7% 5国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、 年には、北海道の老年人口割合は となり、
、 。人に 人が高齢者になると予測され 全国 を ポイント上回る超高齢化社会の到来が予想されている2 (36.1%) 4
一方、同年の年少人口割合は と、子どもは 人に 人の割合になるとの推測である。10.1% 10 1
さらに、北海道（地域政策課）が 年に実施した調査によれば、道の集落 カ所のうち、住民の2012 3,747
半数以上が 歳以上である「限界集落」が カ所にものぼり 、これは 年前より カ所も増えてい65 603 2 12814
る 。先述の の結果において日本は、困った時に頼れる親戚・友人がいると回答した人の15 Better Life Index
割合で測った「コミュニティ」の順位は 位と芳しくないことにむすびつく。23
このように、北海道は全国に比べ少子高齢化の進行が非常に速く、将来も単身高齢者世帯のさらなる増加




（ 、 、 、 、 、 、幸福度研究において幸福度と様々な社会的属性 所得 就業形態 健康 婚姻状態 子どもの有無 教育





もあり 「近隣との関係が良好である」ことが幸福度に与える影響が 歳代以上に極めて高くなっていると、 60




、 、 。 「 」かで 高齢になるほど 家族も含めた人とのつながりや関係性を人びとは重要と思っている その ツール
としての雇用や地域があり、その背後には誰もが訪れる「老い」に伴う不安と変化であろう。
．おわりに―5
安倍政権の政策の柱は 「 つの矢」と呼ばれる、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起、 3
福祉政策における「幸福度」指標の予備的考察 ―家族主義モデルからの検討―
図2 高齢化率の推移と将来推計(全国・北海道) 
1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040
北海道・高齢化率 6.9 8.1 9.7 12.0 14.8 18.2 21.4 24.7 29.4 32.8 34.8 36.3 38.1 40.7
全国・高齢化率 7.9 9.1 10.3 12.1 14.8 17.4 20.2 23.0 26.8 29.1 30.3 31.6 33.4 36.1
北海道・後期高齢者割合 2.1 2.6 3.4 4.5 5.6 7.3 9.7 12.2 14.6 17.0 20.6 23.1 24.1 25.1
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年）において、ともに明言されている。
サンプル数は 全国の 歳以上 歳未満の男女 人 統計モデル モデル を用いている いずれも５％9 15 80 3,752 Ordered Probit、 。 （ ） （
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「限界集落」という用語については、必ずしも明確な定義が確立しているとはいえないが、社会学者・大野晃（現旭川大学14
経済学部教授、高知大学名誉教授）が、高知大学人文学部教授時代の 年（平成 年）に最初に提唱した概念が代表的1991 3
で広く用いられている。大野による定義は以下のとおりである 「 歳以上の高齢者が集落人口の半数を超え、冠婚葬祭を。 65
はじめ田役、道役などの社会的共同生活の維持が困難な状態に置かれている集落 （大野晃、 「限界集落－その実態が」 、2005
問いかけるもの 『農業と経済』 年 月号 昭和堂 。」、 ）2005 3 ,p5,
15 2014 1 14 2012 9~10 177「 」 。 、北海道新聞 年 月 日 本調査は 年 月に実施し 市内に集落がないとしている札幌市と室蘭市を除く
市町村からの回答。
16 1999 20002 WVS:World Value Survey 20 OECD OECD～ 年緒世界価値観測調査（ ）のデータ カ国分を が用いて分析したもの。




荒川区自治総合研究所（ 「荒川区民総幸福度（ ）に関する研究プロジェクト第二次中間報告書」2012 GAH）
Blanchflower, D.G.and A. J.Oswald (2007) Hypertension and Happiness across Nations, NBER Working Paper, No.12934.“ ”
Boalini R., A. Johansson and M. Mira d`Ercole (2006) Alternative Measureso of Well-being, OECD Economics Department Working“ ”
Paper, No. 476.
Clark, A. E.and A.J. Oswald (1994) Unhappiness and Unemployment," Economic Journal, Vol.104, pp.648-659.“
Deaton, A.(2008) Income, Health, and Well-Being around the World: Evidence from the Gallup World Poll, Journal of Economic“ ”
Perspectives, vol.22 (2),pp.53-72.
Di Tella,R.,R. MacCulloch, and A. Oswald(2001) Preferences over inflation and unemployment: evidence from survey of happiness ,“ ”
America Economic Review,Vol.91,335-341.
Easterlin,R.(2003) Explaining Happiness . Proceedings of the National Academy of Science,vol.100(19),pp1176-1183.“ ”
Frey, B. S. and A. Stutzer (1999) Measuring Preferences by Subjective Well-Being, Journal of Institutional and Theoretical“ ”
Ecinomics, Vol.155(4),pp.755-788.
， ， （ 岡沢憲芙・宮本太郎 監訳『福祉資本主義の三つの世界Gøsta Esping-Andersen 1990 The Three World of Welfare Capitalism =
―比較福祉国家の理論と動態』ミネルヴァ書房、 年）2001
――――， ， 渡辺雅男・渡辺景子訳『ポスト工業経済の社会的基礎 市場・福1999 Social Foundaions of Postindutrial Economies (= -
2000 )祉国家・家族の政治経済学』桜井書店、 年










(2010) pp.263-279.大竹文雄・白石小百合・筒井義郎 『日本の幸福度 格差・労働・家族』日本評論社、
Oshio,T. and M. Kobayashi (2010) Area-Level Income Inequality and Individual Happiness: Evidence from Japan, Journal of“ ”
Happiness studies,vol.12 (4),pp. 633-649.
Peiro, A (2007) 'Happiness, satisfaction and socioecomic conditions: some international evidence, in L. Bruni and P.L. Porta(eds)”
HANDBOOK IN THE ECONOMICS OF HAPPINESS. Cheltenham:Edward Elgar Publishing Limited.
(2007) No.588,pp.4-18.佐野晋平・大竹文雄 「労働と幸福度」日本労働研究雑誌
里見賢治（ 「 日本型福祉社会」論の福祉政策 『大阪社会事業短期大学･大阪府立大学社会福祉学部社会問題研究』1982）「 」
No.31-2,3,4 93-122.：
白石小百合・白石賢 「少子化社会におけるワーク・ライフ・バランスと幸福度―非線形パネルによる推定」 ディス(2007) ESRJ
.N0.181.カッションぺーパー
“ ”Stutzer, A. and R. Lalive (2004) The Role of Social Work Norms in Job Searching and Subjective Well-Being,
Journal of the European Economic Association, vol. 2(4), pp.696-719.
Sutton, S.K. and R.J. Davidson, (1997) Prefrontal brain asymmetry: a biological substrate of the behavioural approach and inhabitation“
systems Psychological Science, Vol.8, pp.204-210.”




32 (2014)名寄市立大学 道北地域研究所 年報 第 号
(2005) ISER N0.630.筒井義郎・大竹文雄・池田新介 「なぜあなたは不幸なのか」 ディスカッションべーパー
Van Servellen, G.,L. Sama G.Padilla and M. L. Brecht(1996) Emotional Distress in Men with Life-Threatening Illness, International“ ”
Journal of Nursing Studies, Vol.33, pp.551-565.
Vázquez, C., L. Hemangómez and G. Hervás(2004) Longevdad y emociones positivas [Longevity and Positive Emotions], in L.“ ”
Salvador, A. Cano and J. R. Cabo(eds.). Longevidad:Tratado integral sobre salud en lasegunda mitad de la vida, pp.752-761,
Panamericana:Madrid,Spain.
Verbrugge,LM., J M. Reoma and AL. Gruber-Baldini (1994) Short-termdynamics of disability and well-being, Journal of Health and“ ”
Social Behavior, Vol.35,pp.97-117.
， ， ’ ： 徳永裕子ら訳『 幸福度白書－より良い暮らし指標 生活向上と社会進OECD 2011 How s Life? Measuring Well-being (= OECD :
,2012 )歩の国際比較』明石書店 年
松島みどり・立福家徳・伊角彩・山内直人（ 「現在の幸福度と将来への希望 幸福度指標の政策的活用」内閣府経済社会2013 ~）
総合研究所『 』 （ より）New ESRI Working Paper No.27 http://www.esri.go.jp/jp/archive/menu.html
吉中季子・畠中美幸（ 「幸福度に関する予備的考察―幸福度指標を考えるために 『名寄市立大学社会福祉学科紀要』2013） 」
No.2:69-86.
2004 41(2) 3-14.渡辺雅雄（ 「福祉資本主義の危機と家族主義の未来」経済理論学会編『季刊経済理論』 ：）
※ 本稿は、東洋経済新報社・加藤千明氏へのヒアリング（ 年 月 日）と、荒川区自治総合研究所・研究所長、二神恭2013 12 9
一氏へのヒアリング（ 年 月 日）と、それぞれの資料も参考にさせていただいた。2013 12 9
※ 本研究は、 年度 名寄市立大学道北地域研究所課題研究「寒冷過疎地における「幸福度」の検討―定住自立圏における2013
暮らしへの評価の試み」の研究成果の一部である。
